
（参考資料１） 

関連条文 

 

 

第六十七条  特許権の存続期間は、特許出願の日から二十年をもつて終了する。  

２  特許権の存続期間は、その特許発明の実施について安全性の確保等を目的とする法律の

規定による許可その他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみて当該処分を的確に行う

には相当の期間を要するものとして政令で定めるものを受けることが必要であるために、その特

許発明の実施をすることができない期間があつたときは、五年を限度として、延長登録の出願に

より延長することができる。 

 

 

第六十七条の三  審査官は、特許権の存続期間の延長登録の出願が次の各号の一に該当す

るときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。  

一  その特許発明の実施に第六十七条第二項の政令で定める処分を受けることが必要であつ

たとは認められないとき。  

二  その特許権者又はその特許権についての専用実施権若しくは登録した通常実施権を有する

者が第六十七条第二項の政令で定める処分を受けていないとき。  

三  その延長を求める期間がその特許発明の実施をすることができなかつた期間を超えている

とき。  

四  その出願をした者が当該特許権者でないとき。  

五  その出願が第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていないとき。 

 

 

第六十八条の二  特許権の存続期間が延長された場合（第六十七条の二第五項の規定により

延長されたものとみなされた場合を含む。）の当該特許権の効力は、その延長登録の理由となつ

た第六十七条第二項の政令で定める処分の対象となつた物（その処分においてその物の使用さ

れる特定の用途が定められている場合にあつては、当該用途に使用されるその物）についての

当該特許発明の実施以外の行為には、及ばない。  


